
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委託料　　　　１１３，２７４千円
負担金　　　　　　１，４２７千円
防災訓練費　　　　　４０４千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

人

人

市民数

防災訓練参加人数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

事業費及び指標の推移

5,000

5,000

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

防災対策事業

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

小施策

評価区分

評価事業

消防費 消防費 災害対策費
災害対策費

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

8,400 8,400

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

防災訓練

人
件
費

活
動
指
標

防災無線屋外子局保守点検

職員割合 千円

千円

13,400

8,400

1,000

1

83

1

83

27年度（目標）

1,000

83

13,400

1,000 1,000

78,000

13,400

8,400 8,400

26年度24年度

25年度（目標）

83 83

24年度（目標）

8,4001.12

5,000 5,000

8,4001.24 9,300 1.12 8,400 1.12

115,105

8,400 1.12

5,000 5,000

1

78,70479,181

83

5,000

97,200

8,400

73

3,3054,098

4,098

78,00078,000

0 1,000

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

23,705

35,217

0

22年度（実績）

23年度（実績）

83

0

13,471

23,705

単位

箇所

回

11,512

3,112

千円

1.12

1

千円

123,505 13,400

22年度（実績）

9,373

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

14,600

5,000

8,4001.12

箇所

人

回

拠点避難所整備事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
○

負担金の有無

　災害に強い都市機能の整備強化な
どだれもが安心・安全に暮らせるよう
「自助」「共助」「公助」の理念に基づ
き、地域防災計画の見直しを行い、こ
れまでの想定を超える災害や原子力
災害にも対応できる災害に強いまち
づくりを強力に推進する。

○防災行政無線の統合化及び保守
点検
○総合防災訓練の開催
○防災会議の開催
○非常用物資の備蓄

予
算
科
目

会計
一般
一般

消防費 消防費 災害対策標準的事業
細目名 関連計画

根拠法令
款 項 目

共催者・関係団体
１．消防・防災
３．防災体制の充実

不明 単年度繰返し

継続

所属部課名

課長名

○

1

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

○

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

78,000 78,000

成
果
指
標

0

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人市民数

市民

地域防災計画を見直し、災害に対する総合的な防災
体制の確立や広域的な連携を強化するとともに、災害
に強いまちづくりを推進します。

防災訓練参加人数

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

1

26年度（目標）

委託料　　　　　１，２０８千円
備品購入費　　１，７１５千円
負担金　　　　　１，４１１千円
拠点避難所　１９，３７１千円

総
合
計
画

笠間市地域防災計画
災害対策基本法

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様
・防災行政無線の統合化

・防災行政無線の保守点検を実施することにより、常に
災害時に対応できる体制を備える。
・市民参加型の総合防災訓練を実施することにより、防
災に対する意識啓発の促進を図る。
・防災会議を開催し、地域防災計画の見直しに対する意
見をいただく。
・拠点避難所の整備

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

防災訓練
防災無線屋外子局保守点検防災訓練の開催（中止）

防災施設・設備の整備



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

災害時の情報伝達方法の充実は，市民の生命財産を守るために必要不可欠な事業であ
り，総合計画の後期基本計画おいては『防災力の向上」が重点目標となっている。

長年の懸案である防災行政無線の更新に着手することで，情報伝達体制の向上が図れる
が，今後の全国的な情報伝達方法のデジタル化を整備するためには，さらなる資本投資が
必要となる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

周波数の統合により各地区での対応が統一的に対応できることから効率化が図れる。
しかし，経常的な管理方法は委託により実施するため今後の削減の余地はない。

昨年の３月１１日の東日本大震災時の情報連絡体制についての反省から，緊急時の市民への情報伝達は防災行政無線の必要性は十分理解されて
いるが，機器の老朽化や地区単位での周波数の違いによる迅速性が確保されていない状況を改善する必要がある。　防災会議で検討事項としてい
る。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

現体制を更に充実を図り，整備する必要があ
る。

①改革・改善案

住民への情報伝達方法の整備が図れない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

計画の確定を実施中

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

防災会議での改修計画の確定により，計画
的な推進が可能となるため，特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

特になし。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

行政事務である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

防災につよい街を目指し計画的に課題を解決し，市民の安全安心を図
る必要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

市民の生命財産を守るために早期にこの事業を実施する必要がある。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

東日本大震災により甚大な被害を受
け、迅速な復旧が急務であるととも
に、大規模災害に対応できる防災体
制の充実を図る。
また、福島第一原子力発電所事故に
よる風評被害や被災者の方々の精神
面での悩みといった問題も発生して
おり、市民の不安を解消するため、放
射能検査を実施する。

○非常用食料の備蓄
○放射線及び放射能の測定・公表

災害対策、放射線対策本部の設置
被災者支援制度の創設及び拡充
原子力事故対応

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画

・市内全域の放射線測定
･食品等の放射能検査

・非常用食料を備蓄し災害時に備える。
・放射線測定器の導入及び市内全域の測定
・放射能測定器の導入及び食品等の放射能検査

緊急雇用賃金　３，８０４千円

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市民数

施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

一般

１．消防・防災
３．防災体制の充実

り災者対応対策事業

放射能測定器導入事業

総
合
計
画

予
算
科
目 一般

災害対策本部運営事業

小施策

消防費

新規・継続

消防費 災害対策費

小政策

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

⑥
活動
指標

放射線測定
放射能検査

東日本大震災の被災者への支援制度を拡充し、一日
でも早い復興を目指すとともに、原子力災害に対する
市民の不安を解消するための測定を継続して実施し
ます

放射線測定

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位

放射能検査

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
人

件

対
象
指
標

78,000 78,000市民数

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

回

回
件

0 427

0

26年度（目標）

78,00078,000

補助金の有無

市民

橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

新規

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

Ｈ２３ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃

細目名 関連計画
民生費 災害救助費

款 項

事
業
期
間

開始年度

実施手法

り災者等対策　 １，０８０千円
対策本部運営　１，９５６千円
放射能測定器　７，７４２千円
緊急雇用賃金　　　７４６千円
基金積立金　　３０，１１８千円

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】
直営 ―

0 0

1,000

放射能検査

24年度（目標）

12,830

23年度（実績）

11,347

35,780

24年度（計画）

0

3,804

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

1,000

0

77,422

千円

千円

78,70479,181

3,507

0

1,000 1,000

0 1.62 12,150

11,347 41,642 1,000

22年度（実績）

0

1,000

3,507

10,800千円

25年度（目標）

4270

3,804

26年度25年度

1,000

0 0

27年度（目標）

1,000

78,000

実施計画事務事業

根拠法令

順位

笠間市地域防災計画
災害対策基本法

共催者・関係団体

所管省庁政策的事業

0

1,000

他課の協力分

単位

人
件
費

時間外

職員割合

0

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

事
業
費

1,000

0 0

指標区分

件

回放射線測定
活
動
指
標

23年度（実績） 24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

民生費 災害救助費 災害救助費
災害救助費

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

災害対策事業

目

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

1,000千円

11,347 41,642 3,804

1,000

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

回

件

放射線測定

放射能検査

コスト指標

成
果
指
標

円

人

円

28年度27年度単位



【PLAN】事務事業の計画

なし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

正確で迅速な市民への情報提供を行う必要
がある。

福島第一原子力発電所の事故による影響に関する笠間市の状況の情報を市民は知る必要があることから，この事業を実施した。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

なし

評価理由
市民の放射能への関心は高く今後も十分な対応が必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称伝達方法としては，メールや週報になるが，
情報量が膨大となる可能性があるため，検討
を要する。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

応急対策としての事業実施であったため対応に検討の余地はあると思われる，今後専門部
署（環境部門）での対応が必要と考える。

①改革・改善案

放射線機器の購入は今後行われない状況にあると
認識している。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

放射線量についての情報提供量としては，機器の購入を推進し，適宜実施できたが，放射
性物質の情報は機器が１台という状況や国の基準値の変更など，市民が求めている情報が
適切に提供できた状況ではなかった。

放射線の測定について，市民への協力を求めたなかで実施することもできた。しかし，迅速
な対応が必要なため職員で実施している。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
市内の放射性物質の状況や放射線量に関する情報は周知できた。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
補助金　４，０００千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度

615円 977 6153,537

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

結成組織率 615

円

％

市民数

行政区

結成組織率

人

区

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

0

0

4,000504

754 3,013

2,963

0

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

小政策
施策

小施策
会計
一般

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

評価区分

評価事業

災害対策費

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

自主防災組織育成事業

1,217

コスト指標

3,075

団体

回説明会開催数

24年度

5

7,075

3,0753,0751,200

千円

千円

千円

1,954トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

千円

千円

0.16 0.41

615

20

0

170

40

実施計画事務事業

根拠法令

順位

3,075

35

3,075

0

27年度（目標）

210 190

20

0

20

78,000

26年度

3025

6,088

78,000

25年度（目標）

20

0

78,000

3,075 0.41 3,0750.41

0

活
動
指
標

0 0

4,000

78,70479,181

18

6

20

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

13

2042

3,0753,075

3,075 0.41

0

3,075

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

250 50 000 0

助成団体数

24年度（目標）

0.41

30

3,0751,200

0

3,0750.41

3,075

3,075

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

団体
説明会開催数
助成団体数

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

⑥
活動
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

１．消防・防災
４．防災まちづくりの推進

自主防災組織活動育成事業

細目名 関連計画
消防費 消防費

款

Ｈ１９ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

○

3

県補助 茨城県

総務部総務課
櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

13

対
象
指
標

78,000 78,000

290 280 250 230

28年度（目標）

3,075

0

回
設立に向けた地区説明会の開催
結成・資機材整備に対する助成制度

単位

区

％

補助金　３，０１３千円

結成組織率
２０％

行政区

結成組織率

５　事務事業の目的と手段
人

市民

地域コミュニティを活かした災害に強いまちづくりを進
め、自主防災組織結成率の向上を目指します。

市民数

総
合
計
画

笠間市地域防災計画
笠間市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
結成組織率
１８％

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

・地区説明会や出前講座に講師を派遣し、自主防災組
織の必要性について啓発に努める。

大規模な災害発生時には、建物の崩
壊、道路の寸断や交通渋滞、通信手
段の混乱などから、公的な防災関係
機関だけの力では十分な防災活動が
出来ないことが考えられ、「共助」によ
る活動が望まれることから、市民一人
ひとりが防災に関する正しい知識と行
動力を見につけるため、防災教育や
訓練の推進を図るとともに、地域にお
ける防災組織の育成強化を図りま
す。

○地区説明会の開催
○補助金の交付

翌
年
度
計
画

・同上

項



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

市民との協働により，結成の促進を図るための組織（既存団体の協議会）による推進を目指
し，今後設立予定である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

自主防災組織の結成促進は順調に進んでいると認識しているが，更なる推進には補助制
度の継続が課題となる。また，先進的な取り組みを行っている既存の団体と新たに設立され
た団体との意見交換を実施することにより，市全体の問題意識の共有化が図ることができる
ので，自主防災団体の協議会の設立を目指す。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

自主防災組織の結成促進は，笠間市の災害に強いまちづくり事業の一つであり，各行政区での機運も高まっていることから今後も継続して事業を実
施する必要がある。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市民の防災意識の向上を行うことは行政の責務で，後期計画において「防災力の向上」は
重点課題となっている。

③前年度の改革・改善案

名称

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

特になし

評価理由
自助「自分の身は自分で守る」，共助「地域の人とともに地域を守る」こと
の啓発に努め，地域での防災力の向上を図る事業を今後も継続して推
進する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

団体の意思統一に時間が必要か。

既存結成団体の協議会の設置と新たな支援
策

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

結成促進のため，行政区等の要請により随時説明会等を実施しているが，地域性もあり，個
別対応により実施していく必要がある。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
負担金　３６千円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・同上

・武力攻撃事態等において、市民に対し、国民保護措置
に関する正確な情報を、適時に、かつ、適正な方法で提
供する。
・近隣市町、県、国等関係機関と共同するなどして、国民
保護措置についての訓練を実施し、武力攻撃事態等に
おける対処能力の向上を図る。
・広報等を利用し自衛官の募集についてのPRを行う。

負担金　１２６千円

総
合
計
画

笠間市国民保護計画
国民保護法、自衛隊法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

災害救助費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

訓練回数
募集広報回数国民保護に関する訓練の実施

広報誌・ホームページ等による自衛官募集ＰＲ
回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民数
市民

災害や武力攻撃などの緊急事態において、市民の避
難や救援措置などを的確かつ迅速に図るため、国民
保護計画に基づく対策を推進します。

訓練参加人数 人

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

78,000 78,000

成
果
指
標

0

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H１８ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

4

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．消防・防災
５．国民保護体制の整備・充実

武力攻撃事態等において、国民保護
法その他の法令、基本方針及びこの
計画に基づき、市民の協力を得つ
つ、他の機関と連携協力し、自ら国民
保護措置を的確かつ迅速に実施する
とともに、その区域において関係機関
が実施する国民保護措置を総合的に
推進する。

○国民保護訓練の開催
○自衛官募集PR

予
算
科
目

会計
一般
一般

民生費 災害救助費 国民保護事業費
自衛隊事務

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

1

20

26年度（目標）

20

活
動
指
標

25年度（計画）

募集広報回数

24年度（目標）

20 2021

0.21

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

1

10

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

41

16

1,575

78,70479,181

0

0.21

16 16

20

1,575 0.21 1,5750.21

36

0.19 1,425 0.21 1,575 1,575

36

1,5750.21

0

1 1

1,575 1,575

24年度

1

26年度

1,000

1,575

1,611

1,575

78,000

1,611

1,000

78,000

1,611 1,611

78,000

25年度（目標）

1 1

1,0001,0001,000

根拠法令

順位

1

1

実施計画事務事業

1,575

1

27年度（目標）

36 36

1,611

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

市民数

回

回訓練回数

訓練参加人数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

国民保護事業

1,425

1,701

1,575

1,606

1

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

総務費 総務管理費 諸費

16

36

16140

181 126

105

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



北朝鮮のミサイル，地震，竜巻への対応に備えるため今後も国民保護法に定める対策を実施する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

【PLAN】事務事業の計画

特になし。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし。

評価理由
防災に関し，今後活用が期待できる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
機器の整備等については，常に対応する必要がある。

特になし。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

全自治体統一的な対応が必要なことから，適正に実施していく。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法的義務である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
報酬　　 ２８，２４０千円
交付金　２３，５００千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

％行政区加入率

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

51,700

51,700

51,74052,737

52,737 52,137

52,137

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

一般管理費

78,000

24年度

1.50

51,740

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

２．地域の大切さを知り，協働による地域づくりを進めます

行政区事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

回

回検討会の開催回数

市民数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

38

実施計画事務事業

11,250

38

27年度（目標）

51,700 51,700

62,950

順位

0

85.0085.0085.00 85.00

78,000

62,990 62,950

11,250

62,950

11,250

78,000

62,950

38

0

26年度

85.00

25年度（目標）

0

38

3

38 38

8,025

63,387

11,250

60,762

11,250 11,250

11,250

51,700

11,2501.501.07 8,025 1.50 11,250 11,250 1.50 11,2501.50

51,700 51,700

78,70479,181

84.83

51,700

11,250

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

41

06
活
動
指
標

25年度（計画）

区長文書配達回数

24年度（目標）

1.50

0

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

地域住民の自主的な誠意に基づくコ
ミュニティづくりの中心であり、行政と
地域住民との連携を図ることにより、
地域振興の発展を推進する。

○区長報酬の支払事務
○行政事務連絡交付金の交付事務
○行政区制度検討委員会の開催
○区長文書の配達管理

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 行政区事務

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．市民協働
１．協働のまちづくりの推進

Ｈ１８ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

5

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

78,000 78,000

成
果
指
標

84.76

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民数
市民

行政区制度の適正な運営方針を検討し、課題を整理
することにより、地域コミュニティの再生を推進します。

行政区加入率

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

検討会の開催回数
区長文書配達回数行政区制度検討委員会による現状把握

区長文書の配達

報酬　　 ２８，１４０千円
交付金　２３，９９７千円

総
合
計
画 笠間市区長会

１　【事務事業の全体概要及び背景】
行政区検討委員
会による検討終了

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・区長報酬の支払い事務。
・行政事務連絡を円滑に推進するため、行政区及び行
政区に準ずる班を対象に行政事務連絡交付金を交付す
る。
・各課からの広報物について、出来る限り削減いただくよ
う適正管理し円滑に配布する。

・区長報酬の支払事務。
・行政事務連絡を円滑に推進するため、行政区及び行
政区に準ずる班を対象に行政事務連絡交付金を交付す
る。
・行政区制度検討委員会を区長会役員１６名で設置し、
行政区制度の適正なあり方等について審議いただく。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

笠間市は，行政区長制度を採用し，地域の意見集約や市からの情報の伝達を区長を通し
て行っている。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
今後も市民との協働を行う上で更に重要となると思われる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

自治会制度を取り入れている自治体があるが，結局
地域の実情に応じた対応を取るときには，その地域
の代表者との対話が必要になることから，現行の制
度を運用することが必要と考える。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

報酬の多寡は議論のよりはあるが，非常勤の特別職としての役割から報酬を支払う必要は
ある。

小規模行政区の統合と区長報酬についての
区長会としての意見をもらったので，適正規
模への取り組みを今後実施する。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

各地域での問題解決にとって，区長の果たす役割は大きく，行政への意見要望の集約も円
滑に行われている状況にある。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

小規模行政区のうち統合可能な地区を
洗い出す作業を進めている。

評価理由
地域とのパイプ役として，市が任命している特別職であり，今後も市の制
度として活用していく。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称小規模行政区の解消の取り組みは，統合す
る行政区と既存の行政区の意思統一が必要
なことから，それぞれの行政区の意識の醸成
を図りながら進めていく必要がある。区長報
酬については，報酬審議会のへの諮問答申
を受け実施する。

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

平成２３年度に区長報酬に対する考え方について区長会（行政区検討委員会）から出ていることから，平成２４年度に改定を行うかどうか意思決定を
する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
選挙管理委員会費　３３２千
円
各種選挙執行費　２，２２６千
円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・選挙人名簿の登録（定時登録　年４回）
・農業委員会選挙人名簿の登録
・裁判員候補者及び検査審査委員候補者の選定
・石岡台、岩間、中妻、笠間土地改良区総代総選挙の執
行
・農業委員会委員一般選挙の執行

・選挙人名簿の登録（定時登録　年４回）
・農業委員会選挙人名簿の登録
・裁判員候補者及び検査審査委員候補者の選定
・大池田財産区議会議員一般選挙の執行
・霞ヶ浦用水土地改良区総代総選挙の執行

選挙管理委員会費　５３０千
円
各種選挙執行費　 　１４３千
円

総
合
計
画

公職選挙法、地方自治法

１　【事務事業の全体概要及び背景】

選挙管理委員会費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

啓発事業件数
選挙管理委員会の開催数若者への啓発

先進事例の導入
回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

選挙人名簿登録者数
市民

選挙事務の管理執行を適正かつ効率的に執行する。
啓発事業件数 件

件

回

目
的

単位

選挙管理委員会の開催数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

65,452 65,452

成
果
指
標

3

15 8

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

6

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

公平公正な選挙の管理を適正かつ
効率的に執行するとともに、投票しや
すい環境づくりときれいな選挙・投票
意識の高揚を積極的に推進する。

○選挙管理委員会の開催
○各種選挙の執行管理

予
算
科
目

会計
一般
一般

総務費 選挙費 選挙管理委員会費標準的事業

霞ヶ浦用水土地改良区総代選挙費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

2

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

選挙管理委員会の開催数

24年度（目標）

1,618143

0.42

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

8

22

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

45,012

330

3,150

26,879

6

65,45266,011

2

0.42

330 330

3,150 0.42 3,1501.00 7,500 0.42 3,150 3,1500.42

3,903

3,230

0.42

80

3,150

122,023

3,150

15

3

6

26年度

2

3,150

3,480

3,150

65,452

3,480

65,452

5,708 3,480

2

3,150

25年度（目標）

222

根拠法令

順位

22

実施計画事務事業

3,150

27年度（目標）

330 330

3,480

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

選挙管理委員会の開催数

選挙人名簿登録者数

回

件啓発事業件数

啓発事業件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

選挙管理委員会事業

65,452

24年度

2

34,379

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

総務費 選挙費 選挙管理委員会費

330

330

94042,632

87,644 673

530

2,558 330

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件

回

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
地方自治，民主主義の基本制度である選挙制度を適正に運営する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法的な規制により実施する。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法を遵守し，適正に業務を実施する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

法的な規制により実施する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
行政の事務である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
報酬　　 ４０千円
旅費　　 ４１千円
負担金　６千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

件不服申立て件数

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

87

87

8733

33 0

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

税務総務費

24年度

0.06

87

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

固定資産審査委員会事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

人事前説明者数

固定資産税納税義務者延べ人数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

450

27年度（目標）

87 87

537

順位

000 0

537 537

450

537

450

537

26年度

0

25年度（目標）

300

450

450

333

450 450

450

87

4500.060.04 300 0.06 450 450 0.06 4500.06

87 87

49,20349,203

0

87

450

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.06

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

固定資産評価審査委員会の職務は、
市とは独立した中立的・専門的な立
場から固定資産課税台帳に登録され
た事項に関する不服の審査及び決定
その他の事務を行う機関である。

○固定資産評価審査委員会の開催

予
算
科
目

会計
一般 総務費 徴税費 固定資産審査委員会事務

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課
櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

0

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

人

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

固定資産税納税義務者延べ人数
市民
（固定資産税納税義務者）

固定資産課税台帳に登録された価格に関し、不服申
立請求があった場合に審査決定することにより、評価
額の適正化が図られ、納税者が納得し納税できる体
制を整備します

不服申立て件数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事前説明者数

担当課による固定資産税制度についての説明の徹底

支出　０円

総
合
計
画

地方税法、笠間市税条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】
不服申立て　０件

根拠法令

・同上

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・同上

・審査の申出を受けた場合、直ちにその必要と認める調
査その他事実審査を行い、申出を受けた日から３０日以
内に審査の決定を下し、審査申出者に通知しなければ
ならない。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法に定められた，市民の権利を行使するための制度

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
法に定められた，市民の権利を行使するための制度

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法に定められた，市民の権利を行使するための制度

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

不服申し立ては無かったが，適正業務を実施する。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
市民の固定資産に対する不服に対し，適正に対応する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・同上

・副市長車運転業務

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

運転日数

運転業務

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

職員

副市長の用務遂行に必要な運転管理業務を円滑に
行います。

日

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２１ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

副市長は，市長の代行としての業務
を行っており，精神的負担軽減や安
定的な事務遂行を図るうえで必要で
ある。

○副市長車運転業務

予
算
科
目

会計

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.31

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

94

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

2,325 0.31 2,325 0.31 2,3250.31 2,325 0.31 2,325 2,3250.31

2,325

2,325

0.31 2,325

2,325

2,325

66

26年度

2,325

2,325

2,325

2,3252,325 2,325

2,325

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

2,325

27年度（目標）

0 0

2,325

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

日運転日数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

副市長車運転事務

24年度

2,325

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

00 0 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

民間運送業者（タクシー）の利用が可能

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

下  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
適正に実施

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

特になし

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

特別職の業務を円滑に遂行するため，又は他市町村への異動が短時間で行う必要がある
ことから，運転業務を行うことは必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
消耗品費　５，１２５千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

％コピー用紙削減率

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

5,000

5,000

5,1254,578

4,578 4,684

4,684

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

一般管理費

735

24年度

0.52

5,125

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

消耗品出納管理事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

回統一した考え方の周知

職員

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

3,900

27年度（目標）

5,000 5,000

8,900

順位

1

735

9,025 8,900

3,900

8,900

3,900

735

8,900

1

26年度

25年度（目標）

11

1,650

8,584

3,900

6,228

3,900 3,900

3,900

5,000

3,9000.520.22 1,650 0.52 3,900 3,900 0.52 3,9000.52

5,000 5,000

741761

105

5,000

3,900

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

11
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.52

1

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

コピー用紙、フラットファイル、乾電池
の単価契約を行うことにより、支出額
の削減に努めている。また、ボールペ
ン、蛍光ペン等については、詰め替
え用インクの使用を推進している。

○消耗品の集中管理

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 一般管理費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

9

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

735 735

成
果
指
標

104

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

職員
職員

集中管理による単価の抑制と使用量の削減を推進し
ます。

コピー用紙削減率

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

統一した考え方の周知

意識改革の徹底

消耗品費　４，６８４千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
使用量前年比２％
削減

根拠法令

同上

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・同上

・集中管理している全ての消耗品の単価契約を行う。
・物品は詰め替え品を常備し，新品は常備しない。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
集中管理により最低限の購入数で対応できる。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効率的に事業を実施している。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
集中管理している物品について今後も適正に管理する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

下  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
保険料　１，６３８千円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・同上

・毎年、住民基本台帳に基づく人口により保険に加入し、
事故発生時の担当課との調整、事故報告、賠償（補償）
金等の請求及び支払い手続き事務

保険料　１，６３０千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

一般管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対象事故発生時の対応説明

対象事故の処理

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

職員
職員

市に国家賠償法、民法上の損害賠償責任が生じたこ
とによって被る損害に対して、保険により補填すること
で財政的負担の軽減を図ります。

賠償責任保険 件

件

件

目
的

単位

補償保険

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標

735 735

成
果
指
標

0

1

1 1

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
橋　本　祐　一

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

10

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
５．市民サービス・行政手続の効率化

市が所有、使用、管理する施設及び
市の業務上の過失に起因する法律
上の損害賠償責任を負う場合の損害
に対して総合的に保険金を支払う賠
償責任保険と、市主催行事や市管理
下のボランティア活動中の事故により
被災した住民に対する見舞金などに
充てる保険金を支払う補償保険により
構成されている保険に加入することに
より、市に国家賠償法、民法上の損
害賠償責任が生じたことによって被る
損害に対して、保険金で負担すること
で財政的負担の軽減を図る。
○対象事故の保険処理

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 一般管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

0

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.12

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

01

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,620

900

0

741761

0

0.12

1,620 1,620

900 0.12 9000.05 375 0.12 900 9000.12

2,530

900

0.12 900

2,013

900

2

26年度

0

900

2,520

900

735

2,520

735

2,538 2,520

0

900

25年度（目標）

0

000

0

根拠法令

順位

0

0

0

実施計画事務事業

900

27年度（目標）

1,620 1,620

2,520

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

補償保険

職員

件対象事故発生時の対応説明

賠償責任保険

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

市民総合賠償保険事務

735

24年度

0

375

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

1,620

1,620

1,6381,638

1,638 1,630

1,630

1,638 1,620

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円 1,006

円

2,530

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

請求１件当たり費用

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
市民への賠償について，法的に納得できる補償を今後も実施する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

保険への加入によ賠償額の確定等の事務を民間が行うことにより，行政の事務の効率化が
図られている。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

保険への加入によ賠償額の確定等の事務を民間が行うことにより，行政の事務の効率化が
図られている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

行政サービスを行う上での危険負担は負う必要があることから賠償保険への加入は必要で
ある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委員等報酬　40,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

件不服申し立て

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

40

40

4040

40 40

40

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

文書広報費

24年度

0.16

40

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

情報公開制度管理業務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

件

件文書開示請求件数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

80

実施計画事務事業

1,200

80

27年度（目標）

40 40

1,240

順位

30

000 0

1,240 1,240

1,200

1,240

1,200

1,240

80

30

26年度

0

25年度（目標）

30

39

53

60 70

1,200

1,240

1,200

1,240

1,200 1,200

1,200

40

1,2000.160.16 1,200 0.16 1,200 1,200 0.16 1,2000.16

40 40

0

40

1,200

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

55

3029
活
動
指
標

25年度（計画）

審議会等会議の公開件数

24年度（目標）

0.16

30

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

市の保有する情報の一層の公開を図
り，市の諸活動を市民に説明する責
務を全うするとともに市民と市との協
働による公正で民主的なまちづくりの
推進を図る。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 情報公開等事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．広報･広聴
１．情報公開の総合的な推進

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課
櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

0

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

件

件

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民　（制限無し）

市の保有する情報の一層の公開を図り，市の諸活動
を市民に説明する責務を全うする。

不服申し立て

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

文書開示請求件数
審議会等会議の公開件数

情報公開の積極的な推進

委員等報酬　40,000円

総
合
計
画

行政機関の保有する情報の公開に関する法律　　笠間市情報公開条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

公文書の公開に係る相談及び案内並びに公文書の公
開の請求受付。笠間市情報公開等審査会の庶務。運用
状況の公表。指針等に基づく会議録会議資料の公開を
進める。

公文書の公開に係る相談及び案内並びに公文書の公
開の請求受付。笠間市情報公開等審査会の庶務。運用
状況の公表。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
市民の知る権利を守るため，適正に運営する必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
法で定められた手続きにより実施する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法で定められた手続きにより実施する。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
市民の権利である情報公開制度を適正に運営していく。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委員等報酬　40,000

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

個人情報の保護に係る事務の指導及び助言。個人情報
取扱事務の登録に関すること。笠間市情報公開等審査
会の庶務。運用状況の公表。

個人情報の保護に係る事務の指導及び助言。個人情報
取扱事務の登録に関すること。笠間市情報公開等審査
会の庶務。運用状況の公表。

委員等報酬　40,000

総
合
計
画

個人情報の保護に関する法律　　笠間市個人情報保護条例

１　【事務事業の全体概要及び背景】

文書広報費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

個人情報開示請求件数

個人情報保護の徹底

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

全市民
全市民

市の保有する個人情報の開示等を請求する権利を明
らかにすることにより，個人の権利利益の保護を図る。

不服申し立て 件

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

0

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．広報･広聴
１．情報公開の総合的な推進

市の保有する個人情報の開示等を請
求する権利を明らかにすることにより，
個人の権利利益の保護を図るととも
に公正で信頼される市政の推進を図
る。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 情報公開等事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

30

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.21

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

3030

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

40

1,575

0

0.21

40 40

1,575 0.21 1,5750.21 1,575 0.21 1,575 1,5750.21

1,615

1,575

0.21 1,575

1,615

1,575

34

26年度

0

1,575

1,615

1,575

1,6151,615 1,615

30

1,575

25年度（目標）

000

根拠法令

順位

3030

実施計画事務事業

1,575

27年度（目標）

40 40

1,615

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

全市民

件個人情報開示請求件数

不服申し立て

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

個人情報保護制度管理事務

24年度

0

1,575

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

40

40

4040

40 40

40

40 40

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
市民の権利としてある，個人情報を行政運営上の適正管理を実施てい
く。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法で定められた手続きにより実施する。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

法で定められた手続きにより実施する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
行政の持つ市民の情報を守るため，適正に運用する必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
通信運搬費　26,345,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

枚後納はがきの利用使用枚数

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

26,345

26,345

26,34525,629

25,629 25,069

25,069

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

文書広報費

26,345

24年度

0.65

26,345

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

郵便等発送業務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

千円郵便料（総務課払い）

郵便料（総務課払い）

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

4,875

27年度（目標）

26,345 26,345

31,220

順位

26,345

255,000255,000253,000 255,000

26,345

31,220 31,220

4,875

31,220

4,875

26,345

31,220

26,345

26年度

254,000

25年度（目標）

26,34525,629

4,875

29,944

4,875

30,504

4,875 4,875

4,875

26,345

4,8750.650.65 4,875 0.65 4,875 4,875 0.65 4,8750.65

26,345 26,345

26,84125,629

252,141

26,345

4,875

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26,34525,069
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.65

26,345

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

各課郵便の仕分け，集約を行う。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課
櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

26,345 26,345

成
果
指
標

241,965

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
千円

枚

千円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

郵便料（総務課払い）
全課全職員・郵便物等

経費節減に留意しつつ，各課郵便の仕分け，集約を
行う。

後納はがきの利用使用枚数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

郵便料（総務課払い）
各課郵便の仕分け，集約。
経費削減のためはがきの利用を薦める。
特殊郵便の利用も最小限度とするよう指導する。

通信運搬費　25,068,910円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

各課郵便の仕分け，集約を行う。
経費削減のためはがきの利用を薦める。
特殊郵便の利用も最小限度とするよう指導する。

各課郵便の仕分け，集約を行う。
経費削減のためはがきの利用を薦める。
特殊郵便の利用も最小限度とするよう指導する。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
行政文書の発送業務を適正に行う必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
行政文書の発送業務を適正に行う必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

日本郵便と他の輸送会社との比較検討を行い，より安価な方法で事業を実施する必要があ
る。

後納はがきの利用を進める。
特殊郵便の利用も最小限度とするよう指導す
る。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

業務の絶対量が増加する中，郵送料については，より安価な制度の活用や，後納はがきの
利用などに取り組んでいるが，増加を抑えるので精一杯の状況である。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

後納はがきの利用は増加した。
特殊郵便の利用も最小限度にしている。

評価理由
経常経費としての通信運搬費の削減に今後も努める。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

地方分権の推進，住民ニーズの多様化などにより，業務量は増加し続けており，伴って，郵送物等も増加している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

後納はがきの利用を進める。
特殊郵便の利用も最小限度とするよう指
導する。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
使用料　2,393,800円
委託料　2,092,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

例規サポートシステム操作説明会実施。
制定改廃すべき例規等について事前審査，例規審査委
員会(年4回）での審査。

制定改廃すべき例規等について事前審査，例規審査委
員会(年4回）での審査。

使用料　2,142,000円
委託料　2,415,000円

総
合
計
画

笠間市例規審査委員会規程　　笠間市文書事務規定

１　【事務事業の全体概要及び背景】

文書広報費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

例規改廃件数
例規審査委員会制定改廃すべき例規の事前審査，例規審査委員会に

おいての審査
回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

例規数
全課全職員，例規

例規(条例規則要綱等）の管理。

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

1,000 1,000

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

14

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

制定改廃を要する例規について文書
法制グループで事前審査，例規審査
委員会(年4回）で審査を行っている。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

150

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

例規審査委員会

24年度（目標）

0.65

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

4

150147

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

1,764

4,875

112

960960

0.65

1,764 1,764

4,875 0.65 4,8750.65 4,875 0.65 4,875 4,8750.65

9,534

4,977

0.65

102

4,875

9,544

4,977

4

173

4

26年度

4,977

6,741

4,977

990

6,741

980

9,463 6,741

150

4,977

25年度（目標）

44

根拠法令

順位

150

4

150

実施計画事務事業

4,977

4

27年度（目標）

1,764 1,764

6,741

102 102102 102102

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

例規数

回

件例規改廃件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

例規管理事務

970

24年度

4,987

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

1,764

1,764

4,4864,557

4,557 4,557

4,557

4,486 1,764

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
行政事務の基本である法令の整備は必要であり，そのための審査作業
は，市の統一的な法令適用に必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

組織上必要なセクションである。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

適正に運営されている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
市の意思を具体的に示す例規の表現を総合的に点検する機関は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

文書広報費

24年度

0.62

0

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

議会等調整事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

回

回議会開催数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

100 100100 100100

12

実施計画事務事業

4,750

12

27年度（目標）

0 0

4,750

順位

4

4,750 4,750

4,750

4,750

4,750

4,750

12

4

26年度

25年度（目標）

4

13

4

12 12

4,750

4,750

4,750

4,750

4,750 4,750

4,650

0

4,6500.620.62 4,650 0.62 4,650 4,650 0.62 4,6500.62

100

4,650

100

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

16

47
活
動
指
標

25年度（計画）

全員協議会開催数

24年度（目標）

0.62

4

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

議会毎の議案調製，質疑に対する答
弁調整，毎月行われる全員協議会の
資料調製。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

15

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

全課全職員

議会運営を円滑に進めるために，議会毎の議案の調
製，質疑に対する答弁調整を行う。

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

議会開催数
全員協議会開催数議会毎の議案の調製，質疑に対する答弁調整，毎月

の全員協議会の資料調製

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

議会毎の議案の調製及び質疑に対する答弁調整。

議会毎の議案の調製及び質疑に対する答弁調整。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

行政の内部調整機能であり，市の意思が外部に対して示されることから，適切な対応が求め
られる。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

行政の内部調整機能であり，市の意思が外部に対して示されることから，適切な対応が求め
られる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

行政の内部調整機能であり，市の意思が外部に対して示されることから，適切な対応が求め
られる。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
定例会等の議会からの質問に対する，市長部局の対応を適正に行い，
意思疎通が図れるよう調整を行う。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
委託料　630,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

顧問弁護士との業務委託及び各課の相談件数の集約

顧問弁護士との業務委託及び各課の相談件数の集約 委託料　630,000円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

文書広報費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

相談件数
顧問弁護士との業務委託
各課相談事項の集約

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

全職員
全課全職員

法律上の的確な解釈に基づく対応
訴訟件数 件

件

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

0

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

弁護士と法律顧問契約を締結し，市
の行政事務全般に係る法的トラブル
回避のための相談，法的解釈，法的
アドバイス等を得て迅速かつ適切な
問題解決することができ，市民に信頼
される行政運営に当たっている。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

21

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.05

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2115

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

630

375

0

0.05

630 630

375 0.05 3750.05 375 0.05 375 3750.05

1,005

375

0.05 375

1,005

375

21

26年度

0

375

1,005

375

1,0051,005 1,005

21

375

25年度（目標）

000

根拠法令

順位

30,000

2121

実施計画事務事業

375

27年度（目標）

630 630

1,005

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

全職員

件相談件数

訴訟件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

顧問弁護士契約事務

24年度

0

375

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

630

630

630630

630 630

630

630 630

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

単位 22年度（実績） 25年度

30,00030,000

23年度（実績）コスト指標

円 30,000

円

42,000

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

30,000 30,000相談1件当たりの費用

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

職員として，弁護士を採用し，活用する方法もある。

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
行政の意思決定過程の法的根拠の整理のためには，専門的アドバイス
が必要となることが予想されることから，今後も顧問弁護士の契約を継続
して行く。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
年間の回数から，効率的に行われている。

特になし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

弁護士との協議により，問題解決の手法を見出すのは，職員の資質向上につながり有効で
ある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

現在，行政と市民及び企業等との法律問題が多岐にわたり，適正な法律解釈が各分野で
求められることから，相談窓口となる顧問弁護士の配置は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
私有地草刈委託料（３０箇所）
2,476,000円
池野辺地区火災保険料
68,000円
土地賃借料　6,684,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

円

円

普通財産貸付金額

行政財産使用許可金額

件

件

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

9,228

9,228

9,228

0 12,459

12,459

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

財産管理費

25

24年度

0.43

9,228

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

公有財産管理事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

更新手続き

普通財産貸付数

行政財産使用許可数

普通財産処分件数

普通財産処分価格

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

12,500,000

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

12,500,000

80

実施計画事務事業

3,225

27年度（目標）

9,228 9,228

12,453

順位

477,866 477,866

10 10

9,649,2589,649,2589,649,258 9,649,258

25

12,453 12,453

3,225

80

12,453

3,225

80

25

12,453

12,500,00012,500,000 12,500,00016,337,296

477,866

26年度

10

9,649,258

25年度（目標）

15,000

15,834

3,375

15,000

3,225 3,225

3,225

9,228

3,2250.432.00 15,000 0.45 3,375 3,225 0.43 3,2250.43

9,228 9,228

477,866

25

9,649,258

9,228

3,225

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

13 10 10

80 80 80

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

新規契約手続き

24年度（目標）

0.43

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

普通財産の有効活用を図るため、普
通財産の貸付や処分を行う。
また、行政財産についても有効活用
し使用許可を行う。
行政財産　1,817,216㎡（土地）
229,528㎡（建物）
普通財産1,028186㎡　　825㎡（建
物）

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 財産管理費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課
櫻　井　史　晃

磯　野　浩　宣　

○

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

25 25

成
果
指
標

477,866477,866

目
的

単位

行政財産使用許可金額

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件
件

円
件

円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

普通財産貸付数

普通財産処分価格

市有財産

市有財産の有償貸付や、未利用地を処分することによ
り自主財源の確保を図る。

行政財産使用許可数

普通財産貸付金額
普通財産処分件数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

更新手続き
新規契約手続き

普通財産の管理、貸付等、未利用財産の処分。

市有地草刈　2,075,920円
不動産鑑定料　105,000円
友部駅南駐車場修繕工事 455,700円
教育委員会駐車場用地購入
3,580,875円
土地賃借料　6,174,122円
池野辺地区山林火災保険料
67,671円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

普通財産の貸付（長期・短期）
普通財産の一般競争入札及び公募による売り払い
行政財産の使用許可
公有財産利活用検討委員会の開催

普通財産の貸付（長期・短期）
普通財産の一般競争入札及び公募による売り払い
行政財産の使用許可



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
市の資産である公有財産は適正に管理する必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

普通財産の貸付及び処分について，長期的な計画に基づく財産の保有方法を検討するこ
とにより，積極的な処分や貸付が行うことができる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

公有財産の長期的な運用計画の策定準備を
している。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

平成２４年度に委託料の予算化

評価理由
今後の適正な公有財産（土地建物）の管理のためには，正確な台帳が
必要なため，今年度作成する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称財産台帳の整備

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

財産台帳の整備のための予算化

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
庁舎用消耗品購入513,000円
庁舎施設及び設備保守点検　5,833,000円
施設管理委託料8,133,000円
庁舎日常清掃3,294,000円
災害保険料3,703,000円
光熱水費 18,686,000円
庁舎警備委託料 5,393,000円
庁舎修繕料　4,000,000円
電話料（携帯含）5,808,000円
清掃用具使用料 657,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

設備等の保守点検業務委託契約。
日常・定期清掃業務委託契約。
全国市有物件災害共済会への保険の加入、更新手続き

設備等の保守点検業務委託契約。
日常・定期清掃業務委託契約。
全国市有物件災害共済会への保険の加入、更新手続き

庁舎設備保守点検　5,264,700円
庁舎定期清掃6,688,500円
庁舎日常清掃2,839,000円
建物災害保険料3,055,212円
光熱水費 19,696,154円
機械警備委託料 4,410,000円
電気設備及びブラインド修繕 3,463,088円
岩間支所PCB処理委託 569,300円
各種負担金　18,100円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

財産管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

保険加入手続き

保険請求事務

庁舎・設備の保守点検業務を委託により実施する。
庁舎の定期清掃、警備を委託により実施し、必要に応
じて修繕を行う。
市所有の建物及び工作物について、全国市有物件災
害共済会への保険加入

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

保険請求件数
市有財産

本庁舎、岩間支所、笠間支所、教育委員会庁舎の維
持管理事務及び損害保険の加入

保険請求金額 円

回

円

目
的

単位

保険掛金

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

3,055,212

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

○

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

庁舎及びその他の建物等に係る設備
の点検修繕を行う。
建物災害共済への保険加入及び契
約手続き

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 財産管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

1,042

26年度（目標）

1,042

活
動
指
標

25年度（計画）

保険請求事務

24年度（目標）

1,042 1,04226,409

0.91

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

0

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

54,978

6,825

3

723,230

0.91

54,978 54,978

1,042

6,825 0.91 6,8250 0.68 5,100 6,8250.91

51,104

5,100

0.91 6,825

0

6,825

26年度

6,825

62,845

6,825

62,84562,845 62,845

6,825

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

6,825

27年度（目標）

56,020 56,020

62,845

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

保険掛金

保険請求件数

回保険加入手続き

保険請求金額

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

庁舎の維持管理事務

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

54,978

56,020

54,978

0 46,004

19,595

56,020 56,020

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
本庁舎については，昨年の震災での被害もあり，その復旧と新たな災害
に備えるための工事や空調設備の改修を平成２４年度に実施し，長期の
使用ができるように整備を図る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

委託契約についても入札により実施し，保険についても公有施設について同一の保険に加
入し節減を図っている。

課題なし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

専門的な部門については，委託により管理を実施している。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
市の資産である公有財産は適正に管理する必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
H24は、庁舎の維持管理事務
に統合

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

円使用料の徴収額

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 389

389

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

財産管理費

24年度

0

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

職員駐車場管理事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

使用申請の受付

駐車場の整備

駐車場利用許可件数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

使用料の請求事務

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

順位

0 0

0

0

0

0

26年度

25年度（目標）

0

1,964

1,575

0

0 0

0

0

00 0.21 1,575 0 0

448

6,507,900

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

許可書発行

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

職員駐車場の管理及び使用料金の
徴収

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 財産管理費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H１８ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課
櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

駐車場利用許可件数
市職員・学校教職員等

市が賃借している職員用自動車駐車場の借地料を確
保するため、駐車場使用者から使用料金を徴収し、適
切な管理をする。

使用料の徴収額

手
段 使用料の請求事務

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

使用申請の受付
許可書発行本庁外の施設に対する駐車場料金の請求・徴収

駐車場の不陸整正及び草刈

駐車場の整備

職員駐車場植栽管理・草刈
３８９，８８７円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

駐車場使用許可申請及び料金の徴収
駐車場の整備

駐車場使用許可申請及び料金の徴収
駐車場の拡張・整備



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
職員の福利厚生・勤務環境の一環として駐車場を整備している。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

駐車場を整備するためには，土地を借地する必要があり，また，普通財産を駐車場として整
備するための経費を利用者が負担する必要があるため，徴収している。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
職場環境により，給料より控除できない利用者は，納付書による徴収を実施している。

課題なし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
適正に事務を処理する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

下  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
嘱託職員賃金 4,459,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

電話交換手の臨時ｊ職員の雇用４人
電話機の保守管理

電話交換手の臨時ｊ職員の雇用４人
電話機の保守管理

嘱託職員賃金４，３０５，０４０
円　　内線電話移転工事
６３７，８５４円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

財産管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

電話接遇研修
臨時職員４名による交換業務
電話応対等の接遇研修への参加

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

電話交換可能日数
市民

市民が求める担当課への、迅速・正確・丁寧な取次ぎ
を行う。

電話取次ぎ件数（１日当り） 件

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
日

対
象
指
標

245 245

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
太　田　信　一

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

電話交換業務
電話設備の保守管理業務

予
算
科
目

会計
一般
一般

総務費 総務管理費 財産管理費標準的事業

車両管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

1

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.15

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

11

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

4,459

1,125

245

850

0.15

4,459 4,459

1,125 0.15 1,1250 0.15 1,125 1,1250.15

9,991

5,049

0.15 1,125

0

1,125

26年度

850

1,125

5,584

1,125

245

5,584

245

5,584 5,584

1

1,125

25年度（目標）

850850850

根拠法令

順位

11

実施計画事務事業

1,125

27年度（目標）

4,459 4,459

5,584

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

電話交換可能日数

回電話接遇研修

電話取次ぎ件数（１日当り）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

電話交換業務

245

24年度

3,924

850

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

総務費 総務管理費 財産管理費

4,459

4,459

4,459

0 4,942

4,942

4,459 4,459

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

日

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
職員の研修を実施することにより，対応能力の向上を図り市のイメージ
アップを図る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
職員ではなく，嘱託職員で対応している。

課題なし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

市民の個別の照会について，部署を振り分ける必要があることから，電話交換業務は必要
である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市民からの電話での行政に対する照会に適切に対応するため，嘱託職員を採用して業務
を実施している。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

千円

集中管理公用車稼働日数

件

台

日

30,513

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

バス使用回数（３台） 回

（予算額）

日

施策
小施策

240

0

51,698

事業費及び指標の推移

36,267

36,307

36,267

0 33,773

7,500

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

車輌管理事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

集中管理台数

市バス台数

#REF!

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

#REF!

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

3

実施計画事務事業

10,425

27年度（目標）

36,307 36,316

46,741

順位

289 289

240240

13

46,732 46,732

25年度（目標）

13

10,425

3

46,732

10,425

3

13

46,732

24年度

289

26年度

240 240

17,925

0

10,425 10,425

10,425

36,307

10,4251.391.39

36,307

0 1.39 10,425 10,425 1.39 10,4251.39

36,267 36,276

40

289

13

240

36,267

10,425

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

3 3 3

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

40 403,260

1.39

40

26年度（目標）

40

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

公用車の維持管理
老朽化した公用車の更新（買換え）
公用車の集中管理により効率的に稼
動させる。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 車両管理事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

21

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

13 13

成
果
指
標

289289

目
的

単位

④
対象
指標

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

【DO】事務事業の実施

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

共用の公用車の予約制による利用。
車検の満了時期が近づいてる車両の車検割り振り。
バス運転手２名と臨時運転手１名の運行割り振り。
全国市有物件災害共済会への保険加入

28年度（目標）

集中管理台数
車両

複数部署の共用利用による集中管理を実施し、効率的な利
用を図る。
バスの運行に関する運転手の適正な割り振り。
車検整備・修繕等の手配し常に良好な状態を維持すると共

市バス台数

集中管理公用車稼働日数

台

燃料代　１０，８３１，８０４円
公用車購入（１０台）　７，４３７，０４５円
公用車車検整備・修繕料　8,539,550円
共済保険　４，９４２，７８０円
有料道路使用料 1,251,720円
バス運転手賃金等 728,400円
安全運転管理者講習会負担金
41,800円

翌
年
度
計
画

燃料代の支払い
車検整備・修繕の割り振り及び車両の更新
保険加入事務

燃料代　10,212,000円
公用車購入（１０台）　8,000,000円
公用車車検整備・修繕料　10,673,000円
共済保険　4,765,000円
有料道路使用料 1,300,000円
バス運転手賃金等 1,315,000円
安全運転管理者講習会負担金
42,000円

総
合
計
画

地方自治法根拠法令財産管理費

新規・継続
事
業
期
間

開始年度小政策

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

当
年
度
計
画

燃料代の支払い
車検整備・修繕の割り振り及び車両の更新
保険加入事務



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

市民サービスを実施するうえでは，事業現場での対応は不可欠で，そのための移動手段で
ある公用車を適正に管理する必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

経費の面でリースと現行の管理を比較し検討を行う。また，バスについては，３台保有する必
要があるかについても検討する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

民間事業者のへの委託

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

経費の面でリースと現行の管理を比較し検討を行う。また，バスについては，３台保有する必
要があるかについても検討する。

公用車の管理運営方法をリースによるものに
変更が可能か検討する

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

バスを含め公用車の利用状況の確認を
行っている。（現状の確認）

評価理由
検討を早期に進める。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称リース契約においては，５年間という契約期
間が基本となるため，現在１０年以上公用車
を使用していることを念頭に比較する場合
に，節減効果については疑問がある。また，
リースを行う業者の存在の確認がある。

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

現状の把握

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
コピー使用料8,700,000円
機器リース料　2,563,000円
機器保守点検　105,000円
機器購入1,190,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

コピー機の管理
印刷機の管理
大判プリンターの管理
紙折り機の管理
庁舎内で使用する共用備品の維持管理、消耗品の調達
など

コピー機の管理
印刷機の管理
大判プリンターの管理
紙折り機の管理
庁舎内で使用する共用備品の維持管理、消耗品の調達
など

コピー使用料7,621,744円
機器リース料　2,595,222円
機器保守点検　465,822円
機器用消耗品費1,160,102円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

財産管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

備品の保守主点検及び修繕
備品用消耗品の調達

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

事務機器台数
市職員

コピー機、印刷機などの庁舎内備品や消耗品の共有
化を図り物品調達の効率化により経費の削減を図る。

機器保守回数（年間） 回
目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
台

対
象
指
標

16 16

成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

不明 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

22

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

庁舎内で使用する事務機器の管理
備品台帳の整備

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 財産管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.20

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

11,368

1,500

16

12

0.20

11,368 11,368

1,500 0.20 1,5000 0.20 1,500 1,5000.20

13,343

1,500

0.20 1,500

0

1,500

26年度

12

1,500

12,868

1,500

16

12,868

16

14,058 12,868

1,500

25年度（目標）

121212

根拠法令

順位

実施計画事務事業

1,500

27年度（目標）

11,368 11,368

12,868

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事務機器台数

機器保守回数（年間）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

庁舎用備品の管理事務

16

24年度

12

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

11,368

11,368

12,558

0 11,843

11,843

12,558 11,368

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

台

回

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
適正な管理を行う。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

機器の保守管理については，リース契約で対応しているが，迅速性が求められているものに
ついては，管財が対応している。

課題なし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特になし

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

機器の保守管理については，リース契約で対応しているが，迅速性が求められているものに
ついては，管財が対応している。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
事務処理を行う上で必要な備品の適正な管理は必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
財産管理費　２，６５４，０００円
議員報酬　５２２，０００円
財産区視察研修　４０２，４００円
間伐・枝打ち・下草刈委託
２，４２６，０００円
事務費繰出し１，０００，０００円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

千円

ha

財産貸付収入

枝打ち、下草刈

ha

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

959

7,800

9597,500

7,500 8,161

1,103

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

総務費 総務管理費 一般管理費
議会費

55.6

24年度

3,924

0.25

7,800

評価区分

評価事業
大池田財産区事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

ha

ha財産貸付面積

財産区有林

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

総務費

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

4.4

実施計画事務事業

1,875

4.4

27年度（目標）

7,800 7,800

9,675

順位

4.4

10.8

4.4

6,8416,8416,841 6,841

55.6

9,675 9,675

1,875

9,675

1,875

55.6

9,675

4.4

10.8

4.4

26年度

6,841

25年度（目標）

10.8

4.4 4.4

0

13,960

5,799

7,500

1,875 1,875

1,875

7,800

1,8750.250 0.25 1,875 1,875 0.25 1,8750.25

959 959

6,841

4.4

55.6

6,841

959

1,875

110

107

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

4.4

10.810.8
活
動
指
標

25年度（計画）

枝打ち、下草刈

24年度（目標）

6,841 6,8416,841

0.25

10.8

6,841

26年度（目標）

6,841

大池田財産区事業
大池田財産区事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

大池田財産区に関する事務

予
算
科
目

会計
大池田財産区特別会計

大池田財産区特別会計

大池田財産区特別会計

議会費 議会費 大池田財産区事業
細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体Ｓ３０ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

23

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

55.6 55.6

成
果
指
標

4.44.4

ha

目
的

単位

枝打ち、下草刈

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
ha

千円

ha

ha

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

財産区有林
財産区有財産

財産区有林の適正な管理と、土地の有効活用
財産区議会の運営事務

財産貸付収入

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

財産貸付面積
枝打ち、下草刈

財産区議会の開催
財産区有林の下草刈り，枝打ちを行う。
地区内のゴルフ場に、土地の有償貸付を行う

財産管理費　４，７４３，９９１円
議員報酬　９２５，２４１円
財産区議員選挙２６３，８１７円
飯田集落センター修繕補助
１，２１３，０００円
事務費　１，０００，０００円
交際費１５，０００円

総
合
計
画

地方自治法第２９４条第１項

総務管理費 財産管理費
１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

財産区有財産（山林）の維持管理
間伐・枝打ち・下草刈りなど
財産区議会の運営
財産（土地）貸付
視察研修の実施

財産区有財産（山林）の維持管理
間伐・枝打ち・下草刈りなど
財産区議会の運営
財産（土地）貸付



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
自治事務である

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
適正な財産の管理のために必要な事務である

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
自治事務である。

課題なし

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
法に定められた事務を執行するとともに，地域内での予算の有効活用が
図れる事業等を検討することも必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称特になし

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
本庁舎災害復旧工事
６２，４８９，０００円
本庁舎災害復旧委託業務
３，６７５，０００円
笠間支所解体工事（繰越し）
５１，０５５，０００円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

本庁舎災害復旧工事（本復旧）H24完了

本庁舎応急復旧工事
笠間支所解体工事
笠間支所仮設庁舎建設
教育委員会仮設庁舎建設
　上記に係る関係工事
笠間支所内サーバー関係移転工事
災害応急普及補助金申請事務

本庁舎応急復旧工事
１１，９７０，０００円
笠間支所、教育委員会仮庁舎建設工事
９０，９１９，５００円
情報システム移設工事１６，７６５，５６０円
笠間支所解体工事前金払い
３２，０００，０００円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
年度内完成

庁舎災害復旧費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

災害応急復旧補助金を活用し笠間支所・教育委員会
の仮設庁舎建設、笠間支所解体工事、笠間市所内
サーバー移転工事、本庁舎の増築側庁舎の応急復
旧を行う

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市民・職員

被災した本庁舎を業務に支障をきたさないよう応急的
に復旧する。
被災した支所庁舎の仮庁舎を建設する。

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率 3/2・1/3

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

新規

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２２ Ｈ２３

所属部課名

課長名

―

24

国補助総務省・環境省

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

被災して使用できなくなった、笠間支
所機能の応急復旧
被災した本庁舎の応急復旧

予
算
科
目

会計
一般
一般

災害復旧費 その他公共施設・公用施設災害復旧費 本庁舎災害復旧事業
笠間支所災害復旧事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

9,227

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

84,145 15,378

1,500 0 00 0.20 1,500 0

138,927

4,750

0.20

250

0

0

1,500

26年度

0

0

0

0118,719 0

0

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価外事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

本庁舎・笠間支所災害復旧事務

24年度

3,000

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

災害復旧費 その他公共施設・公用施設災害復旧費

0

92,614

0 134,177

50,032

117,219 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
H24からは、学校関連施設の
ため学務課の事業へ

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

箇所LED化実施数

箇所

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 3,675

3,675

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

財産管理費

24年度

574

7,500

0

評価区分

評価外事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

施設照明省エネ化事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

事務室蛍光灯数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

順位

0 0

0

0

0

0

26年度

25年度（目標）

0

12,324

8,649

0

0 0

0

0

00 0.05 375 0 0

200

319

319

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

庁舎の省エネルギー化の促進

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 車両管理事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

Ｈ23 Ｈ23

所属部課名

課長名

―

25

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

新規

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
箇所

箇所

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

事務室蛍光灯数
市施設

市施設の省エネ化を図り光熱費の削減を図る
LED化実施数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

岩間支所事務室、岩間図書館事務室、岩間公民館事
務室、友部図書館事務室、笠間公民館事務室の照明
を蛍光灯からＬＥＤに交換する。

照明器具交換工事
３，６７５,０00円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

中学校職員室照明の省エネ化

岩間支所事務室・岩間図書館事務室・岩間公民館事務
室、友部図書館事務室、笠間公民館事務室照明の省エ
ネ化



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
省エネルギー政策は行政としても取り組むべき事業として対応している。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
蛍光灯からLED化にすることで，長寿命化が図られる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

新たな施設は環境基本計画において省エネルギーの機器を導入することになっているが，
既存の施設については，長時間利用する箇所を選定し，

各施設において，省エネルギーに対応した
環境整備を行っていく。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

計画的な執行

評価理由
計画的な改修と環境基本計画に沿った整備を全庁的に進める必要があ
る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称計画的な執行

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
電気自動車充電スタンド設置
工事　420,000円
電気自動車リース料
1,755,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

回電気自動車使用回数（１台当り）

台

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

2,340

2,340

2,175

0 1,549

1,549

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

財産管理費

3

24年度

0.12

2,175

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

電気自動車等普及促進事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

電気自動車台数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

900

27年度（目標）

2,340 2,340

3,240

順位

230230230 230

3

3,075 3,240

900

3,240

900

3

3,240

26年度

230

25年度（目標）

0

2,449

900

0

900 900

900

2,340

9000.120 0.12 900 900 0.12 9000.12

2,340 2,340

2

230

2,340

900

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.12

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

電気自動車を導入し、CO2排出の抑
制をする。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 電気自動車等普及促進事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

Ｈ22 Ｈ28

所属部課名

課長名

―

26

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
磯　野　浩　宣

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

3 3

成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
台

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

電気自動車台数
電気自動車

CO2削減、大気汚染の防止のため、環境性能の高い
電気自動車を導入・運行する。

電気自動車使用回数（１台当り）

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

岩間支所へ電気自動車のための充電設備設置
岩間支所への電気自動車のリースによる配備
本庁舎配置の電気自動車については、集中管理し効
率的な使用を行う

電気自動車リース
１，５４９，４８８円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

電気自動車のリース
充電設備の設置
既リース車の活用

電気自動車のリース
充電設備の設置
既リース車の活用



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

省エネルギー政策を推進している行政としての姿勢を示すため，電気自動車の導入を推進
する。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
先進的な取り組みとしての電気自動車の導入はシンボル的な意味がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
本所及び支所に充電装置を整備し，各所に配置することにより更にPR効果が期待できる。

公用車として利用する場合には，充電装置の
数が少なく長距離の移動が難しい。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続

特になし

評価理由
先進的な事業として取り組んだが，今後使用内容について精査する必
要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称各ガソリンスタンド等が今後配置を検討して
いるので，改善できる可能性がある。

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
加除費　　　　　2,811,000円
Ｉジャンプほか情報料
                   1,664,000円

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

全庁の加除式法令集等の加除及びインターネット経由の
情報に関する管理を行う。（随時）
必要性の有無についての調査を行う。

全庁の加除式法令集等の加除及びインターネット経由の
情報に関する管理を行う。（随時）
必要性の有無についての調査を行う。

加除費　　　　　3,807,000円
Ｉジャンプほか情報料
                   1,979,000円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

文書広報費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

加除費用
情報料加除継続について調査を行う。

納品・加除作業を適正におこなう。
千円

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

加除式法令集
加除式法令集等

必要性について常に精査しつつ，加除の適正管理を
行う。

情報契約件数 件

千円

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

100 100

成
果
指
標

2

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

27

市単独

総務部総務課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

全庁の加除式法令集等の加除及び
インターネット経由の情報に関する管
理を行う。

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

2,811

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

情報料

24年度（目標）

0.10

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

1,979

2,8113,807

26年度（計画） 27年度（計画）

2 1 1

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

4,475

750

116131

0.10

4,475 4,475

750 0.10 7500.10 750 0.10 750 7500.10

6,536

750

0.10 750

6,831

750

1,979

4,102

1,664

26年度

750

1

5,225

750

1

100

5,225

100

5,225 5,225

2,811

750

25年度（目標）

1,6641,664

根拠法令

順位

2,811

1,664

1

2,811

実施計画事務事業

750

1,664

27年度（目標）

4,475 4,475

5,225

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

加除式法令集

情報契約件数

千円

千円加除費用

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

法令集等管理業務

110

24年度

750

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

4,475

4,475

4,4756,081

6,081 5,786

5,786

4,475 4,475

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度



行政運営に必須ではあるが，インターネットの普及等により，利用度が低下しているものもある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

縮  　　　　　小

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

大幅な削減を行った

評価理由
経費節減に努めつつ，今後も職員に必要な法令集等の整備を図ってい
く。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
必要性の有無について毎年精査することにより，経費削減の余地はある。

加除継続の必要性を調査，検討する。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

行政運営に必須ではあるが，インターネットの普及等により，利用度が低下しているものもあ
るため，大幅な削減を行ったが，引き続き必要性の有無を確認していく必要がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

加除継続の必要性を調査，検討する。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

地域主権に対応するため，必要な法令集等については新規購入を検討する。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
適正な行政事務を行うためには，正しく豊富な知識が必須である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
保存箱　　　　　　118,000円
裁断処分料　　　184,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

円

円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

302

302

302280

280 601

601

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

文書広報費

24年度

0.30

302

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

文書管理事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

2,250

27年度（目標）

302 302

2,552

順位

2,552 2,552

2,250

2,552

2,250

2,552

26年度

25年度（目標）

2,250

2,851

2,250

2,530

2,250 2,250

2,250

302

2,2500.300.30 2,250 0.30 2,250 2,250 0.30 2,2500.30

302 302302

2,250

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

0.30

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

市の保有する公文書を適正に管理す
る

予
算
科
目

会計
一般会計 総務費 総務管理費 文書広報費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．行政運営
１．効率的な行政運営の推進

H18 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

28

市単独

総務部総務課
櫻　井　史　晃
山崎　由美子

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁内部管理事務

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

市の保有する公文書

保存及び廃棄を適正に行う

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

年度始めに新規登録及び廃棄簿冊について調査し，
教育委員界との協議を経て，保存及び廃棄を行う。

保存箱　　　　　　235,200円
裁断処分料　　　364,956円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

年度始めに新規登録及び廃棄簿冊について調査し，教
育委員界との協議を経て，保存及び廃棄を行う。

年度始めに新規登録及び廃棄簿冊について調査し，教
育委員界との協議を経て，保存及び廃棄を行う。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

公文書の管理については，情報公開及び個人情報の管理に係わるので，適正に管理する
必要がある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
公文書の保存，廃棄の手続きを徹底する必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
電子文書の導入を検討する。

電子文書化について検討を進める

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

文書の保管場所，個人情報の管理，意思決定の迅速化について検討を進める。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

検討を進める

評価理由
行政文書は行政処分を行った意思決定の証拠書類であり，その保管に
ついては十分検討する必要があることから，検討を進める。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称効果の面での有効性が，導入した自治体で
は見受けられない。

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

なし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）


